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28 事業内容の定期的な自己点検の実施状況 
                                                                    （か所） 
 平成 ２１ 年 平成 ２０ 年 増  減 

自己点検の実施有り  １４，９６４（81.0%）  １３，９４３（79.3%） １，０２１ 

注：（  ）内は全クラブ数(21年度：18,479、20年度17,583)に対する割合である。 

 
29 運営状況等の情報提供の実施状況 

                                                                    （か所） 
 平成 ２１ 年 平成 ２０ 年 増  減 

保護者への情報提供  １７，７５６（96.1%）  １６，７２６（95.1%） １，０３０ 

地域への情報提供  １１，６５２（63.1%）  １０，７１２（60.9%） ９４０ 

注：（  ）内は全クラブ数(21年度：18,479、20年度17,583)に対する割合である。 

 
30 要望・苦情対応の実施状況 

                                                                    （か所） 
 平成２１年 平成 ２０ 年 増  減 

要望・苦情対応窓口の
保護者への周知  １４，７３０（79.7%）  １３，６８６（77.8%） １，０４４ 

苦情解決体制の整備  １３，７６１（74.5%）  １２，８７３（73.2%） ８８８ 

注：（  ）内は全クラブ数(21年度：18,479、20年度17,583)に対する割合である。 

 
31 放課後児童クラブガイドラインの市町村における策定状況 

                                                                      （市町村数） 

 平成 ２１ 年 平成 ２０ 年 増  減 

策定済み １８５（11.5%） １７０（10.6%） １５ 

都道府県のガイドライン
を活用 ４２０（26.1%） ３７７（23.4%） ４３ 

国のガイドラインを活用 ８０９（50.3%） ８０７（50.2%） ２ 

対応無し １９４（12.1%） ２５５（15.8%） ▲６１ 

計 １，６０８（100%） １，６０９（100%） ▲１ 

  注：（  ）内はクラブ実施市町村数(21年度：1,608、20年度：1,609)に対する割合である。 

 
32 放課後児童クラブガイドラインに基づく運営内容の点検・確認状況 

                                                                    （市町村数） 
 平成 ２１ 年 平成 ２０ 年 増  減 

点検・確認有り １，１０８（68.9%） １，０２０（63.4%） ８８ 

注：（  ）内はクラブ実施市町村数(21年度：1,608、20年度：1,609)に対する割合である。 
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〔調査概要〕 

 

１ 調査の目的 

   この調査は、全国の放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）の実施状況を把握

し、児童の健全育成の推進のための基礎資料を得ることを目的として、毎年実施してい

る。 

 

２ 調査の対象 

   全国の市区町村（１，８００市区町村） 

 

３ 調査の期日 

   平成２１年５月１日現在 

 

４ 主な調査事項 

   児童福祉法第６条の２第２項に規定する放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

の実施か所数、登録児童数、実施場所別クラブ数、実施規模別クラブ数、年間開設日数

別クラブ数、利用できなかった児童数等 

 

５ 調査の方法 

   厚生労働省があらかじめ定めた調査票により各市区町村が記入 

 

６ 調査の集計 

   集計は、厚生労働省雇用均等・児童家庭局において行った。 

 

 

 

（参考）放課後児童健全育成事業 

    共働き家庭など留守家庭のおおむね１０歳未満の児童に対して、児童館や学校の余裕

教室、公民館などで放課後に適切な遊び、生活の場を与えてその健全育成を図る事業 

（平成９年の児童福祉法改正により法定化＜児童福祉法第６条の２第２項＞） 

 

 


